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別添4  
厚生労働行政推進調査事業費補助金（難治性疾患等政策研究事業） 

分担研究報告書 
 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 
 

普及啓発に関する研究 
 

分担研究者：伊藤孝史 島根大学 医学部附属病院・准教授 
分担研究者：内田治仁 岡山大学 大学院医師薬学総合研究科・教授 
分担研究者：山縣邦弘 筑波大学 医学医療系・教授 
分担研究者：猪阪善隆 大阪大学 大学院医学系研究科・教授  
分担研究者：中島直樹 九州大学 大学病院・教授  
分担研究者：神田英一郎 川崎医科大学 医学部・特任教授   

                                   

 
Ａ．研究目的 
医療従事者、行政機関、患者・家族、国民全体に

CKDにいて普及啓発を行い、より多くの人が腎疾
患対策を実践する体制を構築することを目標とす

る。 
 
Ｂ．研究方法 
１）各都道府県の CKD対策責任者の選定と地方公
共団体と連携した普及啓発活動の推進  
 日本腎臓病協会の慢性腎臓病対策部会（J-CKDI）
と連携し、全国を 12ブロックに分けブロック代表
を、さらに各都道府県に代表をおいた。各県担当者

を中心に、活動実態の把握と効果を評価する。また、

厚生労働省では、都道府県における腎疾患対策に

関する取り組みについての調査が行われた。 
２）地域における普及啓発活動の評価 
 地域ごとの普及啓発活動（市民公開講座など）の

実施数、認知度の評価を都道府県、市町村レベルで

実施する。 
３）好事例の共有 
 都市部と地方では活用可能な医療資源が異なる

ため、大都市・小都市、地方での好事例を把握し、

構造化して横展開を促進する。 
４）普及啓発資材の開発 
 対象者（医療関係者、行政担当者、患者・家族）

に応じた適切な資材を作成し、配布する。 
 
（倫理面への配慮） 
 検討は総論的なもので、個人情報の扱いや介入

研究は行っておらず、倫理面の問題はない。 
 

Ｃ．研究結果 
１）各都道府県の CKD対策責任者の選定と地方公
共団体と連携した普及啓発活動の推進 
①都道府県代表、ブロック代表の改訂を行った。 

 

研究要旨 
 医療従事者、行政機関、患者・家族、国民全体に対して、CKDの普及・啓発を全国展開するために必要
な共通した資材（小冊子、パンフレット等の紙媒体、HP）を作成した。 
 好事例の共有、医療従事者と行政機関との連携を促進するため、日本腎臓病協会の中国ブロックと北関

東・東京ブロックで合同会議を開催し、情報交換を行った。 
 日本腎臓病協会と連携し全国での普及啓発活動を把握するとともに、各都道府県の CKD 対策の現状を
把握するためのアンケートを作成し配布した。その結果をもとに、令和 2年度に向けて対策を検討する。 
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②地方公共団体との連携 
・大阪府では大阪慢性腎臓病協議会（O-CKDI）を
立ち上げている。この O-CKDI には大阪府健康局
からも世話人が参加しており、行政と連携しなが

ら、CKD啓発イベントなどを大阪府の HPに掲載
していただいている。2019 年 9 月 13 日には、府
民の健康寿命の延伸と市町村間における健康格差

の縮小をめざして、多様な主体が参画する“オール
大阪”の府民会議である「健活おおさか推進府民会
議 2019 ～日本健康会議 in大阪～」を開催し、そ
の中で CKDについての講演を行なった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
③厚生労働省のアンケート調査 
慢性腎臓病の診療連携体制の構築に関しては、

CKD対策に関して議論する会議体は、35自治体で
設置されていた。内訳は、慢性腎臓病単独での会議

体あり：17/35自治体、糖尿病及び糖尿病性腎症重
症化予防との合同の会議体：16/35 自治体、CKD
（慢性腎臓病）・CVD（心血管疾患）対策専門会議：
1/35自治体、健康対策協議会：1/35自治体であっ
た。「かかりつけ医から専門医療機関への紹介基準」

の周知については、25 自治体において実施されて
いた。腎臓専門医療機関のリストとその周知につ

いては、23 自治体でリストは作成されており、ホ
ームページで一般市民対象に公開されている。透

析患者の把握等に関しては、45 自治体で年間の透
析導入患者の把握をしており、その把握方法は 31
自治体が日本透析医学会の統計、6自治体で日本透
析医学会の報告書と自治体独自の調査を併用し、8
自治体で独自の調査を行なっていた。35 自治体で
年間の新規透析導入患者の削減目標があり、目標

の詳細は、新規透析導入患者数 17自治体、糖尿病
腎症からの透析導入患者数 16自治体であった。腎
疾患対策事業について、一般向けの CKD対策の普
及啓発は 32自治体で、医師向けの CKD対策の研
修は 20自治体で、メディカルスタッフ向けの研修
は 31 自体体で、特別対策費の事業実施申請は 26
自治体で、モデル事業の申請は 6 自治体で、CKD
対策に関する web ページは 18 自治体で、さらに

は厚労省腎疾患対策Webのリンクは 9自治体で行
われていることがわかった。 
 
２）地域における普及啓発活動の評価  
①普及啓発活動の実態 
令和元年度末に都道府県代表にアンケート調査

を行なったばかりであり、データは令和 2 年度に
報告。現時点での把握している実施数は、協働して

いる NPO 法人日本腎臓病協会に後援申請された
173件である。日本腎臓病協会のホームページに掲
載されている（https://j-ka.or.jp/ckd/event/）。しか
し、令和 2 年 3 月のイベントの大半は、新型コロ
ナウイルス感染の影響で中止となっている。 
 

 
 
②認知度調査 
・大阪府 
市民向けの啓発イベントにおいて、CKD の認知
度の調査を行った。CKD啓発講演に来られた市民
42 名に対するアンケートでは 27 名（64.3%）が
CKDを知っていたが、通りすがりの市民 112名の
うち CKD を認知していたのは 21 名(18.7%)であ
った。 
・岡山県 
岡山県では2015年に一度慢性腎臓病（CKD）認知
度アンケート調査を行った。4年たち、岡山県内の
慢性腎臓病（CKD）認知度がどのくらい変化して
いるか調査することを目的とし、岡山県内5医療圏
内の健診受診施設合計12施設において、2019年10
月1日～11月30日の間に健診を受診した方のうち、
口頭でアンケートに協力の同意のもと回答いただ
けた合計6639名を対象とした。結果は、「CKD」と
いう言葉については、「知っている」が5％、「聞い
たことはある」が10％、「知らない」が84％であっ
た。「慢性腎臓病」という言葉については、「知って
いる」が28％、「聞いたことはある」が37％、「知ら
ない」が34％であった。「慢性腎臓病(CKD)という
言葉をどのような機会に聞いたか？」という質問
に対して、「テレビ」が30％、「新聞」が11％であり、
以下、「医師や看護師から」が8％、「雑誌」「インタ

https://j-ka.or.jp/ckd/event/
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ーネット」が7％、であった。「慢性腎臓病(CKD)ど
のようにして診断されるでしょうか？」という質
問に対して、「タンパク尿」が42％、「血尿」24％、
「eGFR」22％、「血清Cr」20％であった。一方、
「血糖値」「血圧」「腹囲」についてもそれぞれ30％、
12％、3％であった。 
 
③茨城県では CKD 出前講演会として大きなホー
ルでの大規模市民公開講座ではなく、小規模の集

まりに頻回に出向いて講演会を実施、またいのち

の学習会として、臓器提供の紹介とあわせ、小学生

～中学生向けにも理解できる CKD 啓発資料を作
成して講演活動を行った。いのちの学習会につい

ては実施後の家族への波及効果をアンケート形式

で収集した。いのちの学習会実施後の家族への波

及効果について、2019年度は臓器提供についての
意識の変化を中心に検討した。その結果、受講した

中学生の家族の約 47％が、子どもを介した情報提
供によって関心を持っていただくことができた。 

 
 
３） 好事例の共有 
日本腎臓病協会で分けられた12ブロックのうち、
中国ブロック（2019年12月18日）と南関東＋東京
ブロック（2020年2月7日）で行政担当者を交えた
「慢性腎臓病対策会議」行った。各地域のCKD対策
の現状を知り、課題が浮き彫りになった。県によっ

て行政との連携にかなり差があることが分かった。 
 

 
 
 
４）普及啓発資材の開発 

①2019年度はCKDの重要性、腎検診の意義を多く
の国民に理解を得られるように、広報誌BEANS（山
縣邦弘先生を中心として）を作成し、日本腎臓病協

会の全都道府県代表者を中心に77カ所へ広報誌
BEANS（図1-1～図1-4）を各60部送付し、一般住
民への配布を通し啓発を実施していただいた。 
 

 

 
 
②資材開発（日本腎臓病協会と協同） 
・普及啓発用ポスターを新たに2種類作成した（若
杉先生作成、学樹書院作成）。 
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・一般市民向け講演会で使用できるスライドセッ

トの原稿を作成し、JKAの各ブロック代表からの
意見をとりまとめ最終版をvol.1としてまとめた。 
・医療従事者向けの資材開発 
医療従事者向け講演会で使用できるスライドセッ

トの原稿を作成し、JKAの各ブロック代表からの
意見をとりまとめ最終版をvol.1としてまとめた。 
 
 
 
 
・小児向け資材開発 
「移行医療」の配布用資材が完成した。 
 

 
 

 
 
・イベント向けの資材開発 

イベント時に使用可能なCKDクイズパネル（問題
7問）の原稿を完成させた。 
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・その他 
費用対効果が高い懸垂幕の作成に向けてデザイン

を検討し、作成した。 

    
 
 

Ｄ．考察 
１）各都道府県の CKD対策責任者の選定と地方公
共団体と連携した普及啓発活動の推進 
日本腎臓病協会の慢性腎臓病対策部会の 12 ブロ
ック、都道府県代表との連携が取れ、アンケート等

で全国の状況を把握できるように準備が整ってき

た。現時点では、都道府県によって行政との連携に

大きな差がある。厚生労働省のアンケートにもあ

るように、会議体のスタイルも様々である。 
令和元年度末のアンケートの結果を踏まえて、地

域の実情に合わせた支援ができるようにしていく

必要がある。後にも述べるように、医療者のみなら

ず、行政機関とも好事例の共有をすることが重要

であることがわかった。 
 
２）地域における普及啓発活動の評価 
①普及啓発活動の実態は、日本腎臓病協会への後
援依頼もあり、把握しているだけで 170 件に上る
が、全てのイベントが講演を依頼しているわけで

はなく、年度末のアンケートでそのあたりの開催

数も把握できればと思う。ただし、都道府県代表が

各地域の全てを把握できているわけではなく、啓

発イベント等の開催時には、日本腎臓病協会に後

援依頼するように進めていく必要がある。 
令和元年度は 3月に行われる世界腎臓デーのイベ
ントが中心なっている。感染が終息する時期にも

よるが、会場に人を集めて行うイベントの開催は

しばらくできないと考えて、普及啓発の別の手段

を考える必要がある。 
 
②認知度調査 
・岡山県の「慢性腎臓病」は約 2/3の方が少なくと
も一度は聞いたことがあると回答した一方、「CKD」
の認知度はまだまだ低い水準にある。岡山県内５

医療圏別で比べると、県北の医療圏のほうが県南

の医療圏より認知度がやや高かった。県北のほう

が県南より人口の平均年齢が高いことが原因のひ

とつと考えられた。健診受診者において情報源と

してはテレビ、新聞が多かった。インターネットを

通じた情報収集はまだ低かったが、今後は増える

かもしれない。慢性腎臓病（CKD）の診断において
は、タンパク尿や血尿、eGFRなどが重要であると
正しく理解されている人もいるが、半分にも満た

ない。一方、血糖や腹囲といった誤った回答も散見

された。まだまだ「慢性腎臓病（CKD）」という言
葉が正しく浸透していないと考えられた。 
 
③茨城県の活動では、広報誌の編集と作成を行い、
全国への広報へつなぐことができた。また大ホー

ルでの大規模市民公開講座が主流であるが、特に

小中学生などへの繰り返しの講演、出前授業を活

用することにより、小中学生より以上に、両親、祖
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父母等への波及効果があることが明らかとなった。 
 
３）好事例の共有 
 行政と医療者（ブロック代表と都道府県代表）の

合同会議を中国ブロックと東京・南関東ブロック

で開催したところ、両者の連携にはかなりの地域

差が存在することがわかった。医療者側、行政側そ

れぞれに理由があり、それが各担当者にも明らか

になったことで、自分の所属する自治体における

CKD対策のあり方を考えるきっかけになったとの
意見を頂いた。ブロックにおける成功例を参考に

対策を立てるために、両者が顔の見える関係にな

ったことも有効であったと考える。 
 次年度は、まだ開催されていないブロックでも

開催を検討されており、定期的（年一回程度）な開

催を依頼した。 
 
４）普及啓発資材の開発 
 研究結果の項に添付したように、資材の開発は順
調に進んでおり、紙媒体のものは各都道府県代表に
郵送し、各種イベントでの配布を依頼したが、令和
元年度3月は新型コロナウイルス感染で十分な利用
はされていないものと思われる。内容的には充実し
てきていると思われるが、さらなる啓発のために、
内容のブラッシュアップと広報の方法を検討する
必要がある。 
 
Ｅ．結論 
日本腎臓病協会と連携して各都道府県代表を置

き、行政担当者も交えたブロック会議を行うこと

によりCKD対策の課題が見え、今後の対策を立て
ることができた。顔の見える関係になれたことも

重要である。 
我々のアンケートと厚生労働省のアンケートで

CKD対策の現状を把握し、好事例の横展開を進め
るための準備ができた。認知度調査では、慢性腎臓

病（CKD）の認知度はまだまだ低く、今後も引き続
き普及啓発を行っていく必要がある。そのために

引き続き資材作成・ブラッシュアップを行い、広報

手段の検討が必要である。 
CKD対策の普及啓発の筋道が見えてきた。 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
1） Nakashima N, et al. Recommended 

configuration for personal health records by 
standardized data item sets for diabetes 
mellitus and associated chronic diseases: A 
report from Collaborative Initiative by six 
Japanese Associations. J Diabetes Investig. 
2019 May;10(3):868-875. doi: 
10.1111/jdi.13043. Epub 2019 Apr 25. 

2） Nagai K, Yamagata K, et al. Cause-specific 
mortality in the general population with 

transient dipstick-proteinuria. PLoS One. 
2019 Oct 2;14(10):e0223005. doi: 
10.1371/journal.pone.0223005.  

3） Naruse M, et al. Usefulness of the 
quantitative measurement of urine protein 
at a community-based health checkup: a 
cross-sectional study. Clin Exp Nephrol. 
2019 Sep 20.24:45-52.  

4） Nishimoto M, et al. Lower Diastolic Blood 
Pressure was Associated with Higher 
Incidence of Chronic Kidney Disease in the 
General Population Only in those Using 
Antihypertensive Medications. Kidney 
Blood Press Res. 2019;44(5):973-983. doi: 
10.1159/000501828. Epub 2019 Sep 5. 

5） Nagai K, et al. Higher medical costs for 
CKD patients with a rapid decline in eGFR: 
A cohort study from the Japanese general 
population. PLoS One. 2019 May 
17;14(5):e0216432. doi: 
10.1371/journal.pone.0216432.  

6） Nagai K, Yamagata K, et al. 
Antihypertensive treatment and risk of 
cardiovascular mortality in patients with 
chronic kidney disease diagnosed based on 
the presence of proteinuria and renal 
function: A large longitudinal study in 
Japan. PLoS One. 2019 Dec 
4;14(12):e0225812. doi: 
10.1371/journal.pone.0225812. 

7） Sumida K, Yamagata K, et al. Constipation 
in CKD．Kidney Int Rep. 2019 Nov 
13.2020/02, 5 (2):121-134.  

8） Noguchi K, et al. Histamine receptor agonist 
alleviates severe cardiorenal damages by 
eliciting anti-inflammatory programming．
PNAS February 11, 2020 117 (6) :3150-3156 

9） Kakio Y, Uchida HA, et al. Report of health 
checkup system for chronic kidney disease 
in general population in Okayama city: 
Effect of health guidance intervention on 
chronic kidney disease outcome. 
International Journal of Nephrology and 
Renovascular Disease 2019, 12:143-152. 

10） 柏原直樹、伊藤孝史、内田治仁、他．腎
臓・高血圧診療・研究のアップデート 日本

腎臓病協会設立の目的と展望―腎臓病の克服
を目指してー、循環器科、85巻1号、2019、
p4-10 

11） 内田治仁、他．CKD診療体制・連携につ
いて、日本腎臓学会誌、2019、61巻2号、
p81-85 

12） 伊藤孝史、内田治仁、柏原直樹．JKAの
活動報告、日本腎臓学会誌、2019、61巻8
号、p1155-59 
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 2.  学会発表 
1） 伊藤孝史、内田治仁、柏原直樹．CKD対策の新
たな展開-NPO法人日本腎臓病協会の役割- 第
62回日本腎臓学会学術総会 名古屋 2019 

2） 角田亮也、他. NDBビッグデータにおけるCK
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 3.その他 
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